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被収容者に対する給食業務に係る民間競争入札の契約変更について 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。

以下「法」という。）に基づく民間競争入札として実施した平成２６年度被収容者

に対する給食業務の民間競争入札について，次のとおり，契約を変更しました。 

 

１ 内容 

（１）変更内容 

本業務の契約書上，岩国刑務所における業務に関する部分を削除しました。 

（２）変更後の契約代金額 

   ８，７７６，１１１，９１４円（税込み） 

 

２ 変更理由 

被収容者に対する給食業務の民間委託事業については，公共サービス改革法

に基づき実施要項を定めた後，民間競争入札プロセスを経て，平成２６年６月，

エームサービス株式会社と契約を締結し，同２７年２月から，大阪拘置所にお

いて業務を開始し，本年３月から，加古川刑務所，岩国刑務所及び高知刑務所

において，業務を開始する予定でした。 
本業務のうち，岩国刑務所については，同２７年１月，受託事業者が本業務

を実施する厨房施設の新営工事に係る入札を実施したところ，落札には至らず

不落となり，同年３月及び７月，改めて，入札を実施したものの，入札参加者

がなく不調となりました。 
このため，岩国刑務所において，本年３月に業務を開始することが困難な状

況となり，また，当面，業務開始日を確定できない状況が続くことから，本業

務の契約から，岩国刑務所の業務を削除する契約変更を行ったものです。  

 


	1.pdfから挿入したしおり
	001207121.pdfから挿入したしおり
	１　事　業　名　静岡刑務所，笠松刑務所及び黒羽刑務所における作業業務，職業訓練業務，教育業務，分類業務及び収容関連サービス業務に係る業務委託
	２　事業の場所　静岡刑務所：　静岡県静岡市葵区東千代田三丁目１番１号
	４　契約代金額　￥　　　，　　　，　　　，
	５　契約保証金の納付　第５６条に定める履行保証保険の締結を条件として免除する。
	第６条　事業者は，本事業の全体について総合的に調整を行う総括業務責任者を置き，本契約締結後速やかに国に通知する。総括業務責任者を変更した場合も同様とする。
	第７条　運営開始準備業務及び本業務に関する協議を行う協議会（以下「関係者協議会」という。）を各刑事施設に設置する。協議会の設置及び開催に係る費用は，各自の負担とする。
	第５章　契約期間及び契約の終了
	第３節　国の任意解除及び国の債務不履行による契約解除
	第４節　法令変更による契約解除
	第５節　不可抗力による契約解除
	第６節　事業契約解除時の事業者管理資産
	第７節　事業終了に際してのその他の処置

	第６章 保証
	第７章　法令変更等
	第８章　不可抗力等
	第９章　その他
	１　運営開始準備業務に係る保険
	２　本業務に係る保険
	（１）当該被収容者の行為によって，事業者の有する設備，機器，備品等が損壊又は滅失した場合
	当該損害に起因する増加費用及び損害は，国の負担とする。
	第１　基本的考え方
	第２　モニタリングの種類
	１　日常モニタリング（事業者によるセルフモニタリング）
	２　定期モニタリング（国によるモニタリング）
	３　随時モニタリング（国によるモニタリング）

	第３　モニタリングの方法
	１　実施期間等
	２　モニタリング実施計画書の作成
	３　費用の負担
	４　通知

	第４　委託費の減額
	１　総論
	２　減額の種別及び減額金額
	（１）事業者の債務不履行による違約金
	ア　減額ポイントの対象となる主な事実
	イ　減額ポイントの積算
	ウ　減額ポイントの支払額への反映
	エ　減額ポイントの軽減措置

	また，事業者に刑事施設の運営等において，以下のような顕著な功績等があった場合には，国は，当該功績等の内容に応じて，各事実の発生１件につき最大１０ポイントの範囲内で，減額ポイントを計上できるものとする。
	・　要求水準等に定める範囲の事務について，特に優れた業務遂行により，刑事施設の良好な運営に寄与した場合。
	・　要求水準等に定める範囲を超える貢献により，刑事施設の良好な運営に寄与した場合。
	・　その他の特段の事情がある場合。
	（３）事業者に対する措置
	ア　改善勧告
	イ　契約解除



	１　委託費の構成
	＜対価の構成要素＞
	運営開始後の本業務に係る費用
	（１）作業業務・職業訓練業務に必要な費用
	（２）食料費
	（３）教育業務・分類業務に必要な費用）
	（４）収容関連サービス業務に必要な費用


	２　委託費の支払方法
	（１）支払方法
	ア　委託費
	イ　消費税等

	（２）支払手続

	３　委託費の改定
	（１）物価変動に伴う改定
	ア　対象となる費用
	イ　改定時期
	ウ　改定方法
	・　改定指標
	・　計算方法



	４　減額措置
	５　運営開始の遅延の場合における委託費の支払
	（１）運営開始の遅延が事業者の責めに帰すべき事由による場合
	ア　「事業者管理資産（厨房・洗濯）の調達並びに設置等にかかる金利等初期投資費用の回収に要する費用」の取扱い
	イ　「事業者管理資産（厨房・洗濯）の調達並びに設置等に必要な費用」及びア以外の委託費の取扱い

	（２）運営開始の遅延が国の責めに帰すべき事由による場合
	ア　「事業者管理資産（厨房・洗濯）の調達並びに設置等にかかる金利等初期投資費用の回収に要する費用」の取扱い
	イ　「事業者管理資産（厨房・洗濯）の調達並びに設置等に必要な費用」及びア以外の委託費の取扱い

	（３）運営開始の遅延が不可抗力又は法令変更による場合
	ア　「事業者管理資産（厨房・洗濯）の調達並びに設置等にかかる金利等初期投資費用の回収に要する費用」の取扱い
	イ　「事業者管理資産（厨房・洗濯）の調達並びに設置等に必要な費用」及びア以外の委託費の取扱い


	６　入札価格と落札価格の関連
	１　第５８条第１項関係
	２　第５８条第２項関係

	000120692.pdfから挿入したしおり
	スライド番号 1



